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（件名）

第６次しずおか食の安全推進のためのアクションプランの策定

（生活衛生局衛生課）

１ 概 要
県では平成 15 年に「しずおか食の安全推進のためのアクションプラン」を策

定し、関係部局が連携しながら、生産から流通・消費に至る総合的な食品の安
全確保に取り組んできた。
現行アクションプランでの課題を踏まえた上で、「県民への安全で安心でき

る食品の提供」を実現するため、新たに「第６次しずおか食の安全推進のた
めのアクションプラン」を策定し、食品の安全確保対策を推進する。

２ 新アクションプランの概要

３ パブリックコメントの結果

名 称 第６次しずおか食の安全推進のためのアクションプラン

位置付け 静岡県総合計画の分野別計画

計画期間 令和８年度～令和 10 年度

目 的 県民への安全で安心できる食品の提供

柱１ 「生産から流通・消費における食品の安全確保」

目標 人口 10 万人当たりの食品を原因とする健康被害者数 10 人以下

分野別施策
（６項目）

１ 生産段階における衛生管理指導の充実強化
２ 製造・加工段階における監視指導の充実強化
３ 調理段階における食中毒防止対策等の充実強化
４ 流通・消費段階における監視指導の充実強化
５ 自主管理体制推進の支援
６ 食品に係る危機管理体制の充実

柱２ 「消費者の食に対する信頼確保」

目標 食の安全に対する県民の信頼度 80％以上

分野別施策
（６項目）

１ 消費者・生産者・事業者・行政の相互理解の推進
２ 食の安全・安心に関する情報発信の充実強化
３ 消費者の正しい知識習得への支援
４ 適正表示の推進
５ 県産食品の信頼確保
６ 食品に係る危機管理対応の充実

改
定
の
ポ
イ
ン
ト

プラン

全体

〇 ２本柱の構造、目標は現行プランを継承

〇 各施策の主要事業に目標値を定め、活動指標として設定

現プラ

ンの課

題に対

応した

施策

〇 農林水産業の国際水準ＧＡＰへの引き上げ

〇 各段階（製造・加工、調理、流通）の施策統合により、HACCP の精度

向上及び食中毒防止対策を強化

〇 調理段階において、多発するノロウイルス食中毒防止対策の強化

〇 調理段階において、新しい営業形態や調理能力を超えた受注に対する

食中毒防止対策指導推進

〇 受け手の裾野拡大を狙った情報発信の充実

〇 県内の農業生産、食品製造における持続可能な食の環境づくり推進

実施期間 令和７年 12 月 25 日 ～ 令和８年１月 23 日

意見提出 ０件

資料１



第６次しずおか食の安全推進のためのアクションプラン（案）の概要

県内の農業生産、食品製造における持続可能な食の環境づくり
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生産段階において農場等を国際水準のＧＡＰへ引上げる支援

多くの県民に関心を向けてもらうため、ＨＰ等を活用した積
極的な情報発信と裾野拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新しい営業形態における食品の取扱いや安全な持ち帰り、調
理能力に応じた食品の受注についての啓発

多発するノロウイルス食中毒対策として、正しい手洗い等に
関する指導

【目標】
 食の安全に対する県民の信頼度80％以上 
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３　課題

「県民への安全で安心できる食品の提供」を目的に、
生産から流通、消費に関わる関係部局（５部局16課）
が全庁的に連携し、県民の意見を施策に反映しながら、
食の安全・安心を総合的に確保するため策定する。 

策定の
趣旨

位置づけ 県総合計画の分野別計画

計画期間 令和８年度～令和10年度(2026～2028）の３年間
　　　　 

１　概要

(1) 生産者におけるＧＡＰ導入への支援
(2) 農薬の適正な使用と販売の指導
(3) 動物用医薬品・水産用医薬品の適正な使用と販売の指導

(4) 家畜伝染性疾病対策の推進

１　生産段階にお
ける衛生管理指導
の充実強化

(1) 食品の製造・加工施設におけるHACCPに沿った衛生管理の推進

(2) と畜場及び食鳥処理場におけるHACCPに沿った衛生管理の推進

(3) 製造所における食品添加物等の適正な使用についての指導の徹底

(4) 食物アレルギー対策の推進
(5) と畜検査・食鳥検査の徹底
(6) 食肉の安全性確保の推進

２　製造・加工段
階における監視指
導の充実強化

(1) 調理施設におけるHACCPに沿った衛生管理の推進
(2) 調理施設に対する食中毒防止対策指導
(3) 学校、病院等集団給食施設への監視指導の実施
(4) 大量調理施設、ホテル・旅館等の監視指導の徹底
(5）食物アレルギー対策の推進

３　調理段階にお
ける食中毒防止対
策等の充実強化

(1) 卸売市場等におけるHACCPに沿った衛生管理の推進
(2) 食品の流通拠点や販売店における監視指導・食品検査の実施

(3) 流通段階における違反・不良食品の排除
(4) 輸入食品の監視・検査の実施
(5) 健康食品の安全対策の推進

４　流通・消費段
階における監視指
導の充実強化

　(1) 食品製造・調理段階における自主管理体制推進の支援
５　自主管理体制
推進の支援

(1) 関係機関等との連携体制の強化
(2) 食品による健康被害発生時の調査・原因究明
(3) 試験検査・調査研究体制の充実

６　食品に係る危
機管理体制の充実

(1) 消費者が施策に対し意見を表明できる場の確保
(2) 食の安全に関するリスクコミュニケーション事業の推進

１　消費者・生産
者・事業者・行政
の相互理解の推進

(1) 迅速でわかりやすい情報の提供
(2) 食品安全検査結果の公表
(3) デジタル技術を活用した情報の発信
(4）食品の安全性に関する緊急情報や食中毒防止への注意喚起

２　食の安全・安
心に関する情報発
信の充実強化

(1) 静岡県食育推進計画に基づく食育の推進
(2) 食の安全に関する知識の普及や啓発

３　消費者の正しい
知識習得への支援

(1) 食品の正しい表示についての指導・啓発
(2) 遺伝子組換え食品の表示適正化の推進
(3) 適正な食物アレルギー表示の推進

４　適正表示の推進　

(1) 県産食品の安全性に関する情報の発信
(2）トレーサビリティシステムの推進
(3）環境に配慮した生産体制の導入・定着
(4) 食品関連事業者の食の安全・安心等に関する知識習得への支援

５　県産食品の信
頼確保

(1) 食品に関する苦情や不審情報等への迅速な対応
(2) 事業者への危機管理対応の啓発・助言

６　食品に係る危
機管理対応の充実
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５　施策体系
【具体的施策】 【分野別施策】

４　課題への対応

◎コロナ禍後、ノロウイ
　ルス食中毒の増加　

◎テイクアウト・デリバリ
　ー等新たな営業形態の広　　
　がり

◎キッチンカーや露店によ
　るフードイベントの増加

◎食の安全に関心のない
　県民が約20％存在

製造・加工、調理、流通・消費の各段階において、監視指導
により、事業者自らが検証に取組みＨＡＣＣＰの精度向上を
図るよう助言・指導

柱１

◎農林水産業の国際水準
　ＧＡＰへの引上げ

◎HACCPの精度向上　　　　　　

信頼度はH30から８年連続70％以上

◎調理能力を大幅に超えた　
　受注を原因とした食中毒
　の発生

◎SDGｓへの関心の高まり

資料２
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第１章 「しずおか食の安全推進のためのアクションプラン」の策定に

当たって

１ アクションプラン策定の趣旨

静岡県では、「県民への安全で安心できる食品の提供」を目的として、平成 15 年３

月「しずおか食の安全推進のためのアクションプラン」（以下、「アクションプラン」

という。）を策定して以来、４度の改訂を重ね、23 年に亘って生産から流通・消費に

至る各段階における食の安全確保に取り組んできました。令和４年３月に策定した第

５次計画「アクションプラン（2022-2025）」（以下、「前アクションプラン」という。）

においても、生産から流通、消費に至る関係部局が連携しながら、各施策を進行し、

県民の意見を施策へ反映してきました。

新型コロナウイルス感染症流行期には、感染症対策のため衛生管理が向上し、食中

毒48など食品を原因とする健康被害の発生件数は減少しました。その間に、緊急事態

宣言及びまん延防止等重点措置の発出により、外出自粛要請、営業時間の短縮要請な

どが行われ、外食の機会が大きく減少した一方で、テイクアウトやデリバリー等の新

たなビジネスモデルが増加してきました。

その後、新型コロナウイルス感染症の対策が見直され、５類感染症に移行したこと

をきっかけに、社会活動は正常化に向かい、人の移動やフードイベント等の復活に伴

ってキッチンカーや露店営業等による食品提供が増えてきました。さらに、大規模イ

ベントの増加に伴い、調理能力を超過した食品の受注と調理が原因となった食中毒事

件が全国で発生しています。

アフターコロナの生活様式の中で、全国的に食中毒が増加傾向に転じ、県内におい

ても、ノロウイルス52食中毒を中心とした食中毒が増加しています。

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ観光客は、コロナ禍前の水準へ

回復しつつあり、今後もその増加が見込まれることから、食を通じて静岡県をアピー

ルするためにも、県産食品の安全性の確保や飲食店の衛生管理を徹底しなければなり

ません。

一方、持続可能な食の環境づくりとして、環境に配慮した生産方式の導入やフード

ロス対策なども重要視されております。

以上のような食を取り巻く現状の中、令和７年度に、前アクションプランの期間が

終了するに当たり、過去のアクションプランで得た成果と課題を踏まえた上で、消費

者の食品の安全性への不安を解消するため、「県民への安全で安心できる食品の提供」

を目的として、今回新たに第６次計画となるアクションプラン（以下、「新アクショ

ンプラン」という。）を策定しました。新アクションプランに基づき各施策に取組む

ことにより、県民一人ひとりのウェルビーイング45の向上を図り、県民が幸せや豊か

さを感じる静岡県づくりに貢献します。

２ 前アクションプランにおける成果と課題

前アクションプランでは、「生産から流通・消費における食品の安全確保」と

「消費者の食に対する信頼確保」の基本的な二つの方向性を柱とし、それぞれに

目標を定め、具体的な施策については関係者が連携し取り組んできたところです。

施策事業別に見ると、概ね計画どおり事業展開しており、１つ目の目標である
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「人口 10 万人当たりの食品を原因とする健康被害者数 10 人以下」は平成 15 年度に

目標値と定めて以降、これまでの各プランの計画期間ごとの健康被害者数は確実に低

下してきています。令和元年度には、初めて目標を下回り、令和５年度まで継続して

目標を達成しました。しかし、コロナ禍後、ノロウイルス食中毒を中心に食中毒発生

が増加に転じ、令和５年度には 10.0 人まで増え、令和６年度はわずかに目標を超過

する 11.2 人となりました。生産から流通・消費におけるＧＡＰ46及び HACCP52をはじ

めとした現行事業の成果は認められることから、引き続き各事業を継続・積上げてい

くことが重要となりますが、目標達成に向けては、食中毒の多数を占めるノロウイル

ス食中毒対策が不可欠となります。

また、２つ目の目標である「食の安全に対する県民の信頼度 80％以上」につい

ては、県政世論調査47の結果、県内で購入する食品の安全性について「信頼できる」

と回答した県民の割合は８年連続で 70％以上の高水準を維持しており、令和７年

度は 78.2％と過去最高となりました。令和６年度に健康食品 47を原因とする全国

規模の健康被害事案があったにもかかわらず、信頼度が落ち込んでいないことか

ら、これまでの「食に対する信頼確保」における事業の成果が認められます。一

方で、食品の安全性について「関心がない」と回答した県民の割合が 17.2％あっ

たことから、信頼度をさらに高めるためには、情報の届く裾野の拡大や発信する

情報の充実を図っていく必要があります。
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【静岡県内食中毒発生状況（平成 17～令和６年度）】

＊ ( ) 内は人口 10 万人当たりの患者数

【静岡県の人口 10 万人当たりの食品を原因とする健康被害者数（平成 17～令和６年度）】

年 度 17 18 19 20 21 22 23 24 25

発生件数（件） 22 28 28 26 30 20 20 20 19

患者数（人）
986

(26.1)

894

(23.6)

2,001

(52.7)

571

(15.0)

760

(20.0)

590

(15.5)

673

(17.9)

793

(21.1)

1,937

(51.7)

プラン平均 第１次 (25.5) 第２次 （30.2）

年 度 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

発生件数（件） 32 19 30 20 24 12 10 5 7 13 14

患者数（人）
1,340

(35.7)

730

(19.5)

1,295

(34.5)

395

(10.7)

1,115

(29.6)

298

（8.１）

281

(7.6)

31

(0.8)

159

(4.4)

360

(10.0)

404

(11.2)

プラン平均 第３次 （25.1） 第４次 （11.5） 第５次 （8.5）
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【県内で購入する食品の安全性に対する県民の信頼度（平成 17～令和７年度）】：県政世論調査

平成 22年度は調査実施されず。

【県内で購入する食品の安全性に対する県民の信頼度（平成 17～令和７年度）】

43.8 

51.1 

40.5 41.8 

54.7 

69.5 68.8 
65.4 67.3 69.1 67.9 69.5 

72.6 73.2 74.0 73.7 73.1 74.0 72.6 
78.2 

30 

35 

40 

45 

50 

55 

60 

65 

70 

75 

80 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標：80％以上

目標：75％以上

目標：66％以上

年 度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

食の安全に対する

県民の信頼度（％）
43.8 51.1 40.5 41.8 54.7 - 69.5 68.8 65.4 67.3 69.1 67.9 69.5

プラン平均 第１次 46.4 第２次 67.9 第３次 68.5

年 度 30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

食の安全に対する

県民の信頼度（％）
72.6 73.2 74.0 73.7 73.1 74.0 72.6 78.2

プラン平均 第４次 73.4 第５次 74.5
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３ アクションプランの位置付け

【政策】 Ⅲ 県民の安心（Ⅲ－１ 防災・安全）

【政策の柱】 Ⅲ－１－３ 安全な生活の確保

【施策】 Ⅲ－１－３（４）安全な消費生活と健康危機対策

【成果指標】人口 10 万人当たりの食品を原因とする健康被害者数 10 人以下

関係法令等

●食品安全基本法 (H15 施行)

●食品衛生法 (S23 施行)

●食品表示法 (H27 施行)

●医薬品医療機器等法(S36施行)

（旧薬事法）

●景品表示法 (S37 施行)

●健康増進法 (H14 施行)

●食育基本法 (H17 施行)

●消費者安全法 (H21 施行)

●学校給食法 (H21 施行)

●静岡県消費生活条例(H11施行)

●静岡県民の豊かな暮らしを支

える食と農の基本条例(H17施行)

【目的】県民への安全で安心できる食品の提供

静岡県産業成長戦略（毎年策定）

静岡県食品衛生監視指導計画49

（食品衛生法に基づく監視指導 毎年策定）

ふじのくに食育推進計画

（第４次静岡県食育推進計画）

（令和６年度～令和 17年度）

静岡県消費者基本計画

（２０２５－２０２８）

製造・流通・消費段階

生産段階

分野別計画

静岡県総合計画 ～しずおか ウェルビーイングプラン～

「しずおか食の安全推進のためのアクションプラン」
【令和８－令和 10 年度(2026-2028）】

【柱１】生産から流通・消費における食品の安全確保

【柱２】消費者の食に対する信頼確保
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４ 基本的な考え方

食品の安全確保対策は、県民が健康で安心できる生活を営むうえで、欠くことので

きない重要な施策であり、生産から流通・消費の全ての段階において総合的な対策を

進める必要があります。

そのため、まず食品の生産者や製造者等は、常に食品の安全を最優先に取り組む責

務があるとともに、食品の安全と安心に関する情報を積極的に消費者に提供すること

が重要です。

また、消費者は、安全な食品を選択する権利を有するとともに、食の安全について

知識と理解を深める必要があります。

さらに、県は、関係部局との連携を強化し、県民参加のあらゆる機会を通じて、県

民の意見を聞き、その意見を施策に反映するとともに、生産から流通･消費に至る全

ての段階において、食品の安全確保を図り、また、消費者が安心して食品を選択でき

るよう積極的な情報の提供・公開に努めます。

以上のように、「県民への安全で安心できる食品の提供」による安全で安心な社会

づくりを実現するために、消費者･生産者･製造者･流通業者･行政がそれぞれの役割を

十分認識し、相互の理解と協力のもと、その役割を果たしていくことが重要です。

この基本的な考えのもと、食の安全推進のためのアクションプランにおいては、「生

産から流通・消費における食品の安全確保」、「消費者の食に対する信頼確保」の２つ

の柱を基本に施策を展開し、目的の実現を目指します。
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５ プランの推進体制

（１） プランの推進体制

県では、健康福祉部長を委員長とし、庁内の関係部局から構成される「しずお

か食の安全推進委員会」（以下、「委員会」という。）を設置し、静岡県の食品の安

全確保に関する施策について基本的な方向性を示すとともに、具体的な行動計画

として「しずおか食の安全推進のためのアクションプラン」を策定し、各部局が

連携しながら食品の安全確保のための事業に取り組みます。

平成 22 年度からは、危機管理部も参画し、健康危機管理上、緊急性または重大

性のある事案についてより迅速な対応が図られるよう、危機管理 46体制の強化を

図りました。

委員会は、緊急時に情報の共有化と対策の確認を行うとともに、広く県民に情

報を提供する場合やプランの策定及び見直し時に開催します。

また、関係各課から構成される「しずおか食の安全推進幹事会」（以下、「幹事

会」という。）では、平常時、新アクションプランの進行管理や活動の把握を行い

ます。

（危機管理監、危機管理監代理、危機管

理部理事、危機報道監、各地域危機管理

局長、各部局の危機担当者等）

危機管理連絡調整会議

食に関わる重大健康危機

事案発生

連 携

しずおか食の安全推進のためのアクションプラン推進体制

しずおか食の安全推進のため

の意見交換会

（消費者団体、学識経験者、

食品関係団体）

しずおか食の安全推進委員会

（ ５部局 ）

・委員長 健康福祉部長

・委 員 部長代理

教育部理事

・事務局 衛生課

消費者意見の反映

相互理解

しずおか食の安全推進幹事会

・関係課長（16 課）

ワーキング会議
（幹事会を構成する各課担当者）
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（２） プランの進行管理

各事業の進行管理はしずおか食の安全推進幹事会が行います。消費者、学識経験

者、食品関係団体からなる「しずおか食の安全推進のための意見交換会 45」（以下、

「意見交換会」という。）において新アクションプラン全体にわたる、意見をいた

だき、その後の施策へ反映させるよう努めます。

（３） 実施結果の公表

アクションプランの各事業の実績、意見交換会で使用した資料及び頂いたご意見

についてはホームページ上で公表します。

６ プランの期間と目標

（１） 計画期間

静岡県総合計画48の計画期間にあわせ、令和８年度から令和 10 年度までの３年間

とし、計画期間中に状況の変化が生じた場合には、必要な見直しを行うこととしま

す。

（２） 目標

新アクションプランにおける【柱１】「生産から流通・消費における食品の安全

確保」と【柱２】「消費者の食に対する信頼確保」のそれぞれに目標を定める。

ア 【柱１】「生産から流通・消費における食品の安全確保」の目標

・ 人口 10 万人当たりの食品を原因とする健康被害者数 10 人以下

イ 【柱２】「消費者の食に対する信頼確保」の目標

・ 食の安全に対する県民の信頼度 80％以上
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0

県 民 へ の 安 全 で 安 心 で き る 食 品 の 提 供目
的

目
標

【
具
体
的
施
策
】
＊

【
分
野
別
施
策
】

生 産 か ら 流 通 ・ 消 費 に お け る 食 品 の 安 全 確 保柱
１

柱
２

消 費 者 の 食 に 対 す る 信 頼 確 保

第
２
章

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
施
策
体
系

(
1)
消
費
者
が
施
策
に
対
し
意
見
を
表
明
で
き
る
場
の
確
保

(
2)
食
の
安
全
に
関
す
る
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
事
業
の
推
進

１
消
費
者
・
生
産
者
・
事
業
者
・
行
政
の
相
互
理
解
の
推
進

(
1)
迅
速
で
わ
か
り
や
す
い
情
報
の
提
供

(
2)
食
品
安
全
検
査
結
果
の
公
表

(
3)
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
情
報
の
発
信

(
4）
食
品
の
安
全
性
に
関
す
る
緊
急
情
報
や
食
中
毒
防
止
へ
の
注
意
喚
起

２
食
の
安
全
・
安
心
に
関
す
る
情
報
発
信
の
充
実
強
化

(
1)
静
岡
県
食
育
推
進
計
画
に
基
づ
く
食
育
の
推
進

(
2)
食
の
安
全
に
関
す
る
知
識
の
普
及
や
啓
発

３
消
費
者
の
正
し
い
知
識
習
得
へ
の
支
援

(
1)
食
品
の
正
し
い
表
示
に
つ
い
て
の
指
導
・
啓
発

(
2)
遺
伝
子
組
換
え
食
品
の
表
示
適
正
化
の
推
進

(
3)
適
正
な
食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
表
示
の
推
進

４
適
正
表
示
の
推
進

(
1)
県
産
食
品
の
安
全
性
に
関
す
る
情
報
の
発
信

(
2）
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
シ
ス
テ
ム
の
推
進

(
3）
環
境
に
配
慮
し
た
生
産
体
制
の
導
入
・
定
着

(
4)
食
品
関
連
事
業
者
の
食
の
安
全
・
安
心
等
に
関
す
る
知
識
習
得
へ
の
支
援

５
県
産
食
品
の
信
頼
確
保

(
1)
食
品
に
関
す
る
苦
情
や
不
審
情
報
等
へ
の
迅
速
な
対
応

(
2)
事
業
者
へ
の
危
機
管
理
対
応
の
啓
発
・
助
言

６
食
品
に
係
る
危
機
管
理
対
応
の
充
実

＊
具
体
的
施
策
ご
と
、
重
要
な
取
組
に
目
標
値
を
定
め
、
活
動
指
標

4
6
と
し
て
設
定
す
る
。

9
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第３章 分野別の施策

Ⅰ 【柱１】生産から流通・消費における食品の安全確保

【分野別施策１】生産段階における衛生管理指導の充実強化

【現状】

○ 農業・養殖業生産活動は食料の安定供給に加え、食品安全、環境保全及び労

働安全確保が重要です。

○ 県は、指導者、生産者向け研修、しずおか農林水産物認証制度(以下、「しず

おか認証48」という。)の実地指導等を行い、ＧＡＰ等認証導入を支援してき

ましたが、既認証農場の廃業等により、認証農場が減少傾向にありました。

また、農林水産省からＧＡＰ基準の国際水準化を求められ、本県でも「しず

おか認証」の見直しを行いました。

○ 平成18年にはポジティブリスト制度53が施行され、食品中に残留するすべての

農薬、飼料添加物51及び動物用医薬品51について、残留基準（一律基準45を含

む。）が設定されています。

○ 抗生物質をはじめとした動物用医薬品・水産用医薬品の使用は、「医薬品、医

療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」に基づき定めら

れています。

○ 県内の家畜伝染病の発生件数は少ないものの、毎年、数件確認されています。

○ 高病原性鳥インフルエンザ47や豚熱53が、国内で発生しています。

【課題】

○ 消費者の農林産物に対する安全・安心の意識は高く、残留農薬48等に不安を抱

いており、農薬等の適正な販売や使用について、常に指導・啓発を図ってい

く必要があります。

○ 生産現場ではＧＡＰに取り組む必要性が高まっていますが、国際水準ＧＡＰ

の指導者が不足しており、農業者は充分な指導が受けられる体制になってい

ません。

○ 「しずおか認証」の制度を廃止し、国際水準のＧＡＰ基準を採用したしずお

か農林水産物ＧＡＰ認証制度（以下、「しずおかＧＡＰ48」という）を新たに

制度化したことから、現在、しずおか認証を受けている農場等を、「しずおか

ＧＡＰ」の認証基準以上に引き上げる支援をしていく必要があります。

○ 養殖生産物についても、ＧＡＰ手法を取り入れた品質管理を導入し、安全と

安心をＰＲし、消費者の信頼確保を図っていく必要があります。

○ 農薬使用者の認識不足等を原因とした、農薬の適用外使用が発生しています。

引き続き農薬の適正使用及び販売を指導していく必要があります。

○ 動物用医薬品の不適正使用が、人の健康に悪影響を与えることのないよう、

畜産農家への巡回指導を行う必要があります。

○ 畜産物の生産や流通を阻害する可能性のある家畜伝染病等の発生予防及びま

ん延防止を図る必要があります。
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具体的施策(１) 生産者におけるＧＡＰ導入への支援

○ 「しずおか認証」を受けている農場等を、国際水準のＧＡＰ基準を採用した

「しずおかＧＡＰ」の認証基準以上に引き上げる支援をします。

【食と農の振興課、畜産振興課】

○ ＧＡＰ指導者を養成します。 【食と農の振興課、畜産振興課】

○ 講習会等の開催により、農業者のＧＡＰへの理解を推進します。

【食と農の振興課】

○ ＧＡＰの認知度を向上させるため、農業者・流通業者・消費者等を対象とし

た普及啓発活動を実施します。 【食と農の振興課】

○ 県内農業経営体52の意識向上、ＧＡＰ認証の取得に向けて支援します。

【食と農の振興課、畜産振興課】

○ 養殖業者によるＧＡＰの取組を推進するとともに、新たに導入を目指す養殖

業者を支援し、安全・安心な養殖魚の生産を支援します。 【水産資源課】

具体的施策(２) 農薬の適正な使用と販売の指導

○ 農薬の適正使用の情報提供のため、農作物病害虫防除基準を作成し生産者へ提

供します。 【食と農の振興課】

○ 農薬が多く使用される６～８月に農薬危害防止運動を展開し、農薬販売者、使

用者への立入検査、指導を実施します。 【食と農の振興課】

○ 農薬販売者等の知識向上のため、農薬管理指導士52研修を開催します。

【食と農の振興課】

○ 県内で生産された物に残留する農薬について、農薬の使用実態を把握し、流

通・販売段階での効果的な検査を実施します。 【衛生課】

○ 検査の結果、違反が判明した場合は、生産者指導による再発防止のため、検査

結果を速やかに経済産業部に伝えるなど情報共有を図ります。 【衛生課】

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

しずおかＧＡＰ

の導入支援

しずおかＧＡＰの指導

経営体数（各年度の審

査、監査の対象経営体

数の累積）

－ 50経営体

累積

100

経営体

累積

150

経営体

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

農薬・肥料適正使

用管理体制強化

農薬販売者及び使用者

への立入検査数
341 件 350 件

累計

700 件

累計

1,050 件
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具体的施策(３) 動物用医薬品・水産用医薬品の適正な使用と販売の指導

○ 動物用医薬品の適正使用を図るため、販売業者に対し立入検査を実施します。

【畜産振興課】

○ 県内で生産される畜水産物に残留する動物用医薬品・水産用医薬品について、

出荷・流通・販売段階での効果的な検査を実施します。

【水産資源課、衛生課】

○ 生産者向け講習会などを開催し、水産用医薬品の適正使用に関する指導を実

施します。 【水産資源課】

○ 畜水産食品の検査の結果、違反が判明した場合は、生産者指導による再発防

止のため、検査結果を速やかに経済産業部に伝えるなど情報共有を図ります。

【衛生課】

具体的施策(４) 家畜伝染性疾病対策の推進

○ 「家畜伝染病予防法46」に基づき、家畜伝染病等の検査の計画的な実施及び家

畜伝染病の摘発・処分を実施し、発生農場における家畜伝染病のまん延防止

対策の指示を実施します。 【畜産振興課】

○ 家畜伝染病の発生を予防するため、畜産農家の定期的な巡回を実施し、「飼養

衛生管理基準」の遵守を中心に、基本的な衛生対策についての指導を実施し

ます。 【畜産振興課】

○ 高病原性鳥インフルエンザや豚熱等の特定家畜伝染病51のまん延防止のため、

防疫演習等の実施や関係機関との連携を推進します。 【畜産振興課】

【分野別施策２】 製造・加工段階における監視指導の充実強化

【現状】

○ 食品衛生法50の改正により、令和３年６月から原則、全ての食品等事業者（食

品の製造・加工、調理、販売等）が、HACCPに沿った衛生管理53を実施するこ

ととなり、その導入、定着を図ってきました。

○ 食肉に起因する腸管出血性大腸菌51Ｏ157やカンピロバクター46等の食中毒を

未然に防止するため、と畜場51等におけるとさつ、解体時の食肉への微生物汚

染防止対策が講じられています。

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

動物用医薬品販

売業者への立入

検査

立入検査実施率
（立入検査実施数／動物

用医薬品販売業者数）

100% 100% 100% 100%

水産用医薬品残

留検査（養殖魚安

全対策事業）

基準値を超える検体数 0検体 0検体 0検体 0検体

検査検体数 16 検体 16 検体
累計

32 検体

累計

48検体

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

畜産農家への巡

回指導

指導実施率
（巡回指導実施数

／畜産農家数）

100% 100% 100% 100%
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○ 食品添加物50は、消費者庁において、最新の科学的知見に基づく再評価や、毒

性及び食品添加物摂取量調査等が行われ、その安全性が確保されています。

○ 消費者の健康被害の発生を防止する観点から、アレルギーを引き起こすこと

が明らかになったもののうち、特に発症数、重篤度から勘案して表示する必

要性の高い食物アレルギー物質45８品目（えび、かに、くるみ、小麦、そば、

卵、乳、落花生） (以下、「特定原材料」という。)を含む食品について、こ

れらを含む旨の表示が義務化されています。

○ 水産加工業者向けの衛生管理講習会を、毎年、各地域で開催しています。

【課題】

○ HACCPに沿った衛生管理では、今後、事業者自ら検証に取り組み、その円滑な

運用と精度の向上を図る必要があります。

○ HACCPに基づく衛生管理がなされていると畜場及び食鳥処理場49では、衛生管

理を適切に行い、事業者自らが検証して必要な改善に取り組むことで、その

円滑な運用と精度の向上を図る必要があります。

○ HACCPに沿った衛生管理の技術的助言を適切に実施するために、食品衛生監視

員49及びと畜・食鳥検査員の資質向上を図り、その体制強化に努める必要があ

ります。

○ 製造・加工段階において違反・不良食品が確認された場合、健康被害拡大防

止のため、速やかに流通から排除するための措置を講じる必要があります。

○ 消費者は、食品添加物の使用に対し高い関心を持っていることから、食品製

造者による不適正な食品添加物の使用や表示は、食に対する信頼を損なうた

め、違反者に対しては徹底した改善指導を実施する必要があります。

○ 食物アレルギー50はごく微量のアレルギー物質によって発症することから、健

康被害の発生を防止するため、事業者は品目ごとにアレルギー物質が原材料

に含まれているかを確認する必要があります。

○ 捕獲された野生鳥獣の食品としての利用の推進にあたり、野生鳥獣肉の調理

時の安全性に関する情報の収集及び提供をする必要があります。

○ 水産加工業者は減少傾向であり、研修会の開催方法のオンライン化や集約化

などによる効率的な開催方法へ変更する必要があります。

具体的施策(１) 食品の製造・加工施設における HACCP に沿った衛生管理の推進

○ HACCPに沿った衛生管理の技術的助言・指導を行うことで、事業者自らが検証

を行えるよう支援し、HACCPに沿った衛生管理の精度向上を図ります。

【衛生課】

○ 新規事業者に対しては、HACCPに沿った衛生管理の導入支援を行います。

【衛生課】

○ 中小規模食品事業者を対象に、HACCPに基づく衛生管理の導入・維持・管理す

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

食品衛生監視

指導

(HACCP 実施状

況助言・指導)

製造・加工施設に対する

監視率
（監視件数／目標監視件数）

100％ 100％ 100％ 100％
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る人材を育成する研修会を開催します。 【衛生課】

○ HACCPに沿った衛生管理の検証及び助言・指導を行う食品衛生監視員の育成、

資質向上を図ります。 【衛生課】

○ HACCPの推進のため、加工業者を対象として専門家による現地指導やオンライ

ンなどを活用した研修会を実施します。 【水産振興課】

具体的施策(２) と畜場及び食鳥処理場における HACCP に沿った衛生管理の推進

○ と畜場及び大規模食鳥処理場に対しては、HACCPに基づく衛生管理が適切に実

施されていることを確認するため外部検証を実施します。 【衛生課】

○ HACCPに沿った衛生管理の検証及び助言・指導を適切に実施するため、研修を

充実させ、と畜検査員及び食鳥検査員の資質向上を図ります。 【衛生課】

○ 令和８年４月から一部供用開始する静岡県食肉センターにおいて、輸出認定

に向けた高度な衛生管理に取り組みます。 【畜産振興課】

具体的施策(３) 製造所における食品添加物等の適正な使用についての指導の徹底

○ 製造所で原材料として使用する食品や製造した食品の検査（食品添加物、細菌

等）を実施し、違反が確認された場合は、廃棄を命令するなど速やかに当該食

品を流通から排除します。 【衛生課】

○ 県内の食品製造施設の立入検査を実施し、食品添加物の使用状況及び表示内容

等の確認を行います。 【衛生課】

○ 違反食品の製造所所在地が他の都道府県にある場合（輸入食品の違反の場合

は、輸入者を管轄する都道府県）には、直ちに調査結果と措置について通報

します。 【衛生課】

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

と畜場及び食

鳥処理場にお

けるHACCPに基

づく衛生管理

の外部検証

外部検証実施率
（外部検証実施回数

／目標回数）

100％ 100％ 100％ 100％

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

違反が判明し

た製品の製造

者への改善指

導

改善率
(改善完了件数

／違反件数)

100% 100％ 100％ 100％
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具体的施策(４) 食物アレルギー対策の推進

○ 食品製造施設等に立入検査し、製品への特定原材料の使用確認、コンタミネー

ション 48防止対策及び表示等の確認を行います。 【衛生課】

○ 食品製造施設等への立入検査では、食物アレルギー表示50の制度変更等の適正

管理に資する情報提供を行います。 【衛生課】

○ 食品製造施設で製造する食品のアレルギー物質検査を実施し、食品の表示の適

正化を図ります。 【衛生課】

具体的施策(５) と畜検査51・食鳥検査49の徹底

○ と畜場及び食鳥処理場において、とさつ解体処理される牛、豚、鶏等について

は、検査員（獣医師）が一頭毎に生体検査、内臓検査などを実施し、食用不適

な食肉を排除します。 【衛生課】

○ 残留物質モニタリング検査等の実施により、食肉、食鳥肉の安全を確保します。

【衛生課】

○ 法令に基づくＢＳＥ53検査を迅速に実施できる体制を備え、牛肉の加工段階を

含め、脳、脊髄などの特定危険部位51の確実な除去等、適正な処理について監

視指導を実施します。 【衛生課】

○ 食肉の安全性確保のため、家畜衛生、食品衛生担当者が動物用医薬品の使用

実態などについて、相互の密接な連絡及び連携を推進します。

【畜産振興課、衛生課】

具体的施策(６) 食肉の安全性確保の推進

○ 生食用食肉(牛肉)の加工を行う施設に対して、監視指導を行います。

【衛生課】

○ カンピロバクター食中毒対策として、食肉処理業者に対して、加熱が必要で

ある旨の情報伝達を確実に行うよう指導します。 【衛生課】

○ 関係部局と連携して野生鳥獣肉を提供する事業者等に対して衛生管理の徹底

について周知します。 【衛生課、関係課】

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

アレルギー表

示違反が判明

した製造者等

の改善指導

改善率
（違反改善数／違反数）

100% 100％ 100％ 100％

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

と畜検査・食鳥

検査の実施

検査率
（検査数／搬入された家

畜・家きん数）

100% 100% 100% 100%

事 業 活動指標
現状値
(R６年度)

R８年度 R９年度 R10 年度

生食用食肉の

加工施設への

監視

生食用食肉加工施設に

対する監視率
（監視件数／目標監視件数）

100% 100% 100% 100%




